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○山陽小野田市教育委員会多子世帯応援保育料等軽減事業実施規則 

平成２７年３月２６日 

教育委員会規則第１１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、多子世帯における経済的負担の軽減を図るため、対象園

児が私立幼稚園（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づいて設置さ

れた幼稚園で私立の幼稚園をいう。以下同じ。）へ入所した場合において、

私立幼稚園の設置者が保護者から徴収する保育料を減免するときに、保育料

の一部を助成することについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において「第３子以降の児童」とは、保護者が現に扶養して

いる当該年度の初日の前日における年齢が１８歳未満の児童（戸籍上の子以

外で現に扶養している児童を含む。）のうち第３順位以下にあるものをいう。 

２ この規則において「対象園児」とは、本市に在住する第３子以降の児童で

私立幼稚園に在園するものをいう。 

３ この規則において「保育料」とは、対象園児に対する幼稚園の教育に要す

る経費として当該園児の保護者が私立幼稚園に支払う費用をいう。 

（事業の内容及び助成金額） 

第３条 教育委員会は、私立幼稚園の設置者が、当該幼稚園に在園する園児の

保護者に対して保育料を減免するときは、当該私立幼稚園の設置者に対し、

別表に掲げる基準により助成金を交付するものとする。 

（交付申請） 

第４条 助成金の交付を受けようとする私立幼稚園の設置者は、次の書類を教

育委員会に提出しなければならない。 

(1) 多子世帯応援保育料等軽減助成金交付申請書（様式第１号） 

(2) 保育料減免措置に関する調書（様式第２号） 

(3) 保育料等の額を証明できる書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める書類 

（交付決定） 
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第５条 教育委員会は、前条の多子世帯応援保育料等軽減助成金交付申請書を

受理した場合においては、その内容を審査し、助成金を交付することが適当

であると認めたときは、多子世帯応援保育料等軽減助成金交付決定通知書（様

式第３号）により当該私立幼稚園の設置者にその旨を通知するものとする。 

（助成金の請求等） 

第６条 私立幼稚園の設置者は、前条の規定による通知を受けたときは、多子

世帯応援保育料等軽減助成金請求書（様式第４号）を教育委員会に提出しな

ければならない。 

２ 教育委員会は、前項の多子世帯応援保育料等軽減助成金請求書が提出され

たときは、私立幼稚園の設置者に助成金を交付するものとする。 

（途中の入園及び退園に対する取扱い） 

第７条 私立幼稚園の設置者は、途中の入園により新たに助成金の対象となる

園児がいるときは、速やかに園児異動届（様式第５号）及び保育料減免措置

に関する調書を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 私立幼稚園の設置者は、助成金の対象となる園児が途中の退園又は市外転

出等により助成金を受ける資格がなくなったときは、速やかに園児異動届を

教育委員会に提出しなければならない。 

３ 私立幼稚園の設置者が山陽小野田市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則

（平成１７年山陽小野田市教育委員会規則第１１号）第６条に規定する園児

異動届を提出する場合は、前２項の規定にかかわらず、園児異動届を省略す

ることができる。 

４ 第１項及び第２項の規定により第５条の交付決定通知の額に変更が生じる

場合は、私立幼稚園の設置者は、新たに多子世帯応援保育料等軽減助成金交

付申請書を教育委員会に提出しなければならない。 

（実績報告書の提出） 

第８条 私立幼稚園の設置者は、保育料の減免措置を完了したときは、教育委

員会が指定した日までに多子世帯応援保育料等軽減事業実績報告書（様式第

６号）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 前項の多子世帯応援保育料等軽減事業実績報告書には、幼稚園保育料等減
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免確認書（様式第７号）を保護者から徴してこれを添付しなければならない。 

（助成金の交付決定の取消し等） 

第９条 教育委員会は、当該保護者に虚偽の申請その他不正な行為があったと

きには、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 教育委員会は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消したときは、

当該取消に係る部分について当該幼稚園設置者に対して助成金の返還を命ず

るものとする。 

（その他） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

区分 保育料の助成額 

市町村民税非課税世帯に属する対象園

児 

保育料負担額（幼稚園就園奨励費が支

給される場合は、保育料から幼稚園就

園奨励費支給額を控除した額）の全額。 市町村民税所得割非課税世帯に属する

対象園児 

市町村民税所得割額が７７，１００円以

下の世帯に属する対象園児 

上記区分以外の対象園児 保育料負担額（幼稚園就園奨励費が支

給される場合は、保育料から幼稚園就

園奨励費支給額を控除した額）の２分

の１に相当する額 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第４条、第７条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

 


